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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文は、東南アジアにおいてドルがポンドより国際通貨としての地位を奪い、次いで同地域に国際通貨と
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して浸透し、拡大していく過程を分析している。ドル本位制という現在の国際通貨システムがアジアにおいて
どのように構築されていったのか、そしてそれはアジアの経済発展にどのようにかかわっているのか、が課題
である。発展途上国における国際通貨について理解するためには、発展途上国を研究するさいに切っても切れ
ない経済開発という問題との関連をつねに考慮する必要がある。これが本論文の分析視角であり、課題の設定
である。 
 本論文では第１章において上記のような課題を設定し、分析対象の違い、分析の枠組みの違いを方法的に検
討したのちに、国際通貨論について通説批判と自説が展開されている。 
 第２章では、シンガポールにおいて国際通貨として使用される通貨がポンドからドルに交替したことを実証
的に論じている。シンガポールにおける国際通貨の交替は、1968年のポンド切り下げによる結果として議論さ
れることが多い。しかし詳しく見てみると、介入通貨が交替するのは68年ではなく72年である。 
 介入通貨の交替が実行されうるのは、それなりの市場的基礎、為替取引上の条件が満たされていなければな
らない。その条件を整備したものこそ、米国企業の直接投資である。シンガポールへの米国企業の進出は、ド
ル建ての輸出入とドルの為替取引を増加させる。こうした取引に必要なドル資金は、アメリカからの資本輸出
によって供給され、ドルの決済は円滑に行われる。つまり米国企業の活動が英国企業の活動を凌駕するように
なると、ドルを介入通貨にするほうが効率的である。 
 米国企業の進出を誘引したのは、シンガポールの製造業の育成を軸とした開発政策であった。シンガポール
におけるポンドからドルへ国際通貨の交替は、開発政策を背景に、ドルを開発資金として選択したことの結果
である、というのが本論文の主張である。為替リスクという視角ではなく、資本輸出という新たな視角による
国際通貨の交替を実証的しており、発展途上国における国際通貨の選択論として高く評価できる。 
 第３章ではシンガポール金融市場が分析され、第４章ではシンガポール市場の東アジアの経済成長にはたし
た役割が分析されている。そしてドル本位制の多層にわたるアジアへの浸透に果たしたシンガポール金融市場
の役割について考察されている。 
 アジアにおける開発途上国へのドル本位制の浸透は、単に貿易だけではなく、銀行貸出や直接投資などの資
本移動によって引き起こされる。また資金移動に限れば米国とこれらの国々との直接的な取引のみならず、シ
ンガポールや日本・香港といった金融市場を介した間接的な関係を通しても浸透する。 
 第５章では、現在検討されている現地通貨建てのアジア債券市場の育成について、批判的に論じられている。
アジア通貨危機の原因となった国際的な短期資本の流出入を防ぐため、長期資本を調達できるアジア債券市場
の育成が多くの論者によって主張されている。しかしこうした債券市場が開設されたとしても、債券市場を通
じて国際的な資金移動が起こる可能性があり、こうした点を考慮しない安易な議論を批判している。 
 本論文の特徴あるいは従来の研究との差異は、開発途上国の経済成長における役割を重視して、国際通貨の
交替および選択を分析するという方法にある。国際通貨とは国際決済を行う通貨であるから、従来の国際通貨
論研究は、どのような国民通貨がどのように国際決済の機能を占めるかを分析することが目的であった。いわ
ば同質の国々からなり、しかも基軸国とその他の国々という構造をもつ世界を想定し、国際通貨を考察してきた。 
 それに対し、本論文はこのような論理展開を途上国の国際通貨の選択あるいは浸透に適用したときには、途
上国に特有の重要な問題を見失うと述べている。本来国際決済の次元で決定されるべき基軸通貨が、途上国に
おいては開発と結びつく、というのが本論文の特筆すべき主張である。このような途上国からの分析視角、お
よび経済開発と関連させた分析は、国際通貨論に新たな展開の可能性をもたらすものとして高く評価できる。 
 本論文では、入手可能な内外の文献・資料に基づき、上述の分析が詳しく行われている。アジアにおける国
際通貨ドルに関する研究は、決して多いとはいえない。また、それに関する資料も多くはない。そうした研究
条件の中で、本論文はこの分野の研究に重要な貢献をなしたと評価することができる。 
 以上により、論文審査委員会は本論文が博士（商学）の学位を授与するに値すると判断した。 
